「戦前」日本の教育史と、社会運動、教育運動に対する「取締り・弾圧」機構の検討 by 柿沼 肇
日本福祉大学福祉社会開発研究所『日本福祉大学研究紀要－現代と文化』








































　時間の経つのは本当に早いもので私が日本福祉大学を定年退職（2013 年 3 月）してから既に 5
年余の年月が過ぎ去ってしまった．この間，あれも書いておきたい，これもまとめておきたいと
思うことはいくつもあったが，結局「論文」風のものとして発表することが出来たものは本誌に
5 回にわたって連載された（日本福祉大学研究紀要『現代と文化』第 130 ～ 134 号，2014 年 9 月






































の最後の方で簡潔にではあるが記しておいた（『現代と文化』第 134 号，51 ～ 53
ページ）．　
［補２］私が同大学の教員として就任することになったのは 1971（昭和 46）年 4 月のこと
である．それから 42 年間，少し格好づけていえば福祉大「ひと筋」にその教員生
活を送ったのであった（短大部長の時の 2 年間と，最後の 5 年間を新設の子ども発
達学部に在籍した以外は，ずっと社会福祉学部に所属）．担当した科目は教育学，
教育史，それに各学年のゼミナール（3・4 年の「専門演習」はほとんど毎年担当．
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」を身につけよう！



















































































































出版会，1990 年 6 月）の「目次」に即してその全体の流れと主要な時期における学校制度の「系
統図」の内容と特質をごく簡潔に説明をしたうえで，重点を近代日本の公教育制度の出発点であ
り，その後の教育の基礎をなったといわれる「学制」（1872 ＝明治 5 年制定・頒布）の時期（す
なわち第 2 のテーマ）について詳細に検討することにした（物事は始めが肝心ということでもあ
るから）．それ以後については時間の許す範囲で，2 の前半（「自由民権運動と教育」）の部分を



















教育要求」（ページでいえば 21 ～ 61 ページ）を熟読しておくことを改めて求めておいた．























万 2 千 8 百人　（文部省『学制百年史』1972 年 10 月）．
「戦時教育令」「同施行規則」1945.5.（国民学校から大学まで学校ごとの「学徒隊」
に編成．教育機関から「戦争」遂行機関へ．）










軍人，軍属　のべ約 1 千万人．うち戦没者 230 万人以上．（他に一般国民約 70 万人．
合わせると戦没者約 3 百万人．）日本人男子の 4 分の 1 が参戦，その約４
分 1 近くが死亡．1945 年の男子の平均寿命 23 歳９か月．
少年兵の送出
少年戦車兵（15 ～ 18 歳），少年飛行兵（14 ～ 17 歳），満蒙開拓青少年義
勇軍等　　政府推進の国策事業であったにも拘らず正確な数，死亡者数，
帰還者数など把握できていない．満蒙開拓青少年義勇軍については満州開
拓史刊行会『満州開拓史』1966 年 4 月に送出数 8 万 6530 とある．
学徒出陣　人員数不明．日本政府はその数や死傷者数など一切公表していない．２
万から 30 万人という説まで．「12,3 万というところ」（安田武『学徒出陣』
三省堂新書，1967 年．同選書 1977 年 7 月）
学徒動員　「それぞれの職場において終戦の詔勅を聞いた動員学徒の数は三四〇万
人を超え」（前記『学制百年史』）
女子挺身隊　女子挺身勤労令（1944.8.）により学徒および 12 ～ 40 歳未満の未婚
女子に 1 年間（後 2 年間）の勤労（軍需工場中心）を義務化．終戦時の隊
員は約 47 万人
従軍看護婦　日本赤十字看護婦，陸軍看護婦，海軍看護婦合わせて 3 万 4 千人以
上．内，戦死者 1900 人余．（千田夏光『くれない染めし草の色』汐文社，




うち，復員約 18 万人弱　戦病死 3 万人強
（1948 年厚生省発表．磯村生得『われに帰る祖国なく　或る台湾軍属の記
録』時事通信社，1981 年 4 月）
朝鮮　　　軍人約 23 万人，軍属約 15 万人，計 38 万人．
強制連行（中国人も）→在日朝鮮人 1910 年 1000 人，45 年 240 万人
従軍慰安婦　1928 年～ 45 年．8 万人とも 10 万人とも．大半が朝鮮人女
性，他に現地在住の中国人，フィリピン人など．（千田夏光『従軍慰安婦』








②　「教（職）員適格審査」約 51 万人が受け不適格者 2268 人．（なお適格者に
は「判定書」のちに「教職適格確認書」授与）





（参考）「公職追放」の場合　公職適否審査委員会約 20 万人が対象，その内 19
万人余りが追放．








































［補３］これらの諸点については拙著『近代日本の教育史』（教育史料出版会，1960 年 6 月）
の終章「『戦前』教育の帰結とその教訓」（195 ～ 202 ページ）並びに『国民の「戦
争体験」と教育の「戦争責任」』（近代文芸社新書，2005 年 7 月）の，Ⅱの三「『戦
前』日本教育の軍国主義的体質―教育の『戦争責任』」，および四「教育における
『戦争責任』の払拭―『空振り』と『免罪』」（157 ～ 199 ページ）を参照していた
だければ幸いである．
　Ⅱ，「戦前」社会運動，教育運動に対する「取締り・弾圧」機構





















































の違いをごく単純化していえば「大日本帝国憲法」（1889 ＝明治 22 年 2 月 11 日公布，翌年 11































































して．M は「明治」，T は「大正」，S は「昭和」を示す．
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＊ 1867（慶応 4）年 10 月 大政奉還　　12 月「王政復古」宣言
＊ 1868 年 1 月　戊辰戦争始まる（終結は 1869 年 5 月）
＊　　　   9 月　「明治」と改元
［太政官制度］1868（慶応 4）年閏 4 月 21 日～ 1871（明治 18）年 12 月 22 日
＊ 1869（M2）年 7 月　版籍奉還
出版条例　　　　1869（M2）5.13．行政官達（政治批判禁止）．1875 年と 1887 年に全面改
正．1893.4.14.「出版法」に発展解消．
＊ 1871（M4）年 7 月　廃藩置県
＊ 1872（M5）年 8 月「学制」頒布（近代的な教育制度創設のための最初の法令，その「序文」
ともいわれるものが「学事奨励に関する被仰出書」）
＊　　　　　 　  9 月「太陰暦」から「太陽暦」に移行決定（明治 5 年 12 月 3 日を明治 6 年 1
月 1 日とする）












　　　　　1875（M8）6.28.　太政官布告第 110 号，全 8 条（自由民権論の高まりの
中で言論の取締りを図るため「新聞紙条例」と同時に制定）．1880 年の旧
「刑法」制定にともないその中に引き継がれた．
新聞紙条例　　  1875（M8）6.28.　太政官布告第 111 号，全 16 条（「新聞紙発行条目」を
大改正して言論弾圧を一段と強化）．1883.5.06. 改正，1909.5.06.「新聞紙
法」に引き継ぎ．
集会条例　　　　1880（M13）4.5.　太政官布告第 11 号，全 18 条．同年 4 月改正追加．（自
由民権運動の弾圧＝集会 ･ 結社の禁止を直接の目的として制定．第 7 条
「官立・公立私立学校の教員・生徒，農業・工芸の見習い生」などの政治集
会参加，政社への加入禁止）．1890.7.25. 廃止，「集会及び政社法」に継承．
（旧）刑法　　　 1880（M13）7.17.　太政官布告第 36 号，全 4 編 430 条．治罪法（太政官
布告第 37 号）と共に制定．1882.1.1. 施行．1908.10.1. 現行「刑法」施行
により廃止．
治罪法　　　　  1880（M13）7.17.　太政官布告第 37 号，1882.1.1. 施行．全 480 条（最初
の近代的刑事訴訟法典）．1900.11.1. 廃止．
＊ 1881（M14）年 10 月　国会開設の詔
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＊ 1882（M15）年 11 月　自由党福島事件
＊ 1884（M17）年 9 月　加波山事件　　＊ 10 月　秩父事件




＊ 1889（M22）年 2 月「大日本帝国憲法」「皇室典範」発布
＊ 1890（M23）年 7 月　第一回衆議院議員選挙　　＊ 11 月　第一回帝国議会
集会及政社法　　1890（M23）7.25.　法律第 53 号．第 4 条「教員学生生徒未成年者及女子」
等の政談集会参加の禁止．第 25 条で政社加入禁止．1890.7.25. 廃止，「治
安警察法」に継承．
出版法　　　　　1893（M26）4.14. 法律第 15 号．1934.5.02. 改正（法律第 47 号）．1949.5.24. 廃
止（法律第 95 号）．
＊ 1894（M27）年 8 月　日清戦争開始（1895.4．「下関条約」調印）
軍機保護法　　　1899（M3）7.15.. 制定．1937.8.14. 全面改正公布（法律第 72 号），10.10. 施
行．1941.3.10．改正（法律第 58 号）．1945.10. 廃止．




行政執行法　　　1900（M33）6.02. 法律第 84 号公布．同 6.22. 施行．1912.4.12. 改正（法律
第 52 号）．1948.6.15. 廃止．「行政代執行法」制定による．
＊ 1901（M34）年 5 月　社会民主党結成（即日禁止）
＊ 1904（M37）年 2 月　日露戦争開始（1905.9．「ポーツマス条約」調印）
＊　　　　　　　  2 月　日比谷焼打事件
＊ 1907（M40）年 2 月　足尾銅山ストライキ（軍隊出動），この年労働争議激増
（現行）刑法　　1907（M40）4.24.　法律第 45 号公布，1908.10.1. 施行．全 2 編 264 条．
1921.4.16. 改正・法律第 77 号，1941.3.12. 改正・法律第 61 号，1947（昭
和 22）10.26. 改正・法律第 124 号（「日本国憲法」公布に伴う改正），そ
の後今日まで数回の改正．
新聞紙法　　　　1909（M42）5.06. 公布，法律第 41 号．1945.5.24. 廃止（法律第 95 号）．
＊ 1910（M43）年 5 月　大逆事件　
＊ 1912（M45）年 7 月　「大正」と改元　　＊ 12 月　第 1 次護憲運動始まる




＊ 1918（T7）年 8 月　富山県下で米騒動，以後全国に波及
＊　　　　　　   9 月　原 敬 政友会内閣成立（最初の本格的政党内閣）
＊ 1919（T8）年 1 月　国際連盟発足（日本は 6 月に加盟）
＊　　　　　　   3 月　朝鮮三・一独立運動（万歳事件）　　＊ 5 月　中国・五四運動
＊ 1920（T9）年 5 月　最初のメーデー　　
＊ 1922（T11）年 7 月　日本共産党結成（非合法，23.6．第 1 次検挙）
＊ 　　　　　　  12 月　「ソ連邦」成立
＊ 1923（T12）年 9 月　関東大震災（戒厳令公布）
治安維持ノ為ニスル罰則ニ関スル件（通称 治安維持令）1923（T14）9.7. 公布，緊急勅令第
403 号．1925.4.22.「治安維持法」公布とともに廃止．
治安維持法（旧法）1925（T14 ）4.22. 公布，法律第 46 号．1928（S3）6.29. 改正（「治安維
持法中ノ改正ノ件」緊急勅令第 129 号）第 1 条第 1 項の罪の最高刑を死刑
に．1941.5.15. 全面改正（法律第 54 号）＝新法．
＊ 1925（T14）年 5 月「普通選挙法」公布（25 歳以上の男子に選挙権）
＊　　　　　　　 9 月　第二次護憲運動始まる
＊　　　　　　　12 月　農民労働党結成（即日解散）
＊ 1926（T15）年 1 月　京都学連事件（最初の「治安維持法」適用事件）
＊　　　　　　　 3 月　労働農民党結成　　＊ 12 月　社会民衆党結成
暴力行為等処罰ニ関スル法　1926（T15）4.10. 公布，法律第 60 号．通称「暴力行為等処罰
法」．「治安警察法」17 条の削除に伴って制定，立法趣旨は労働運動の同
盟罷業（ストライキ）を封じ込めること．2004.12.8 に改正（現行法）．
＊ 1926（T15）年 12 月「昭和」と改元
＊ 1927（S2）年 3 月　金融恐慌起こる
＊ 1928（S3）年 2 月　第 1 回普通選挙
＊ 　　　　　　3 月　日本共産党大検挙（3.15 事件）
＊　　　　　　 4 月　労働農民党・日本労働組合評議会・全日本無産青年同盟に解散命令
治安維持法改正　1928（S3）6.29. 改正（「治安維持法中ノ改正ノ件」緊急勅令第 129 号）第
1 条第 1 項の罪の最高刑を死刑に．1941.5.15. 全面改正（法律第 54 号）＝
新法．「『ポツダム』宣言ノ受諾ニ伴ヒ発スル命令ニ関スル件ニ基ク治安維
持法廃止等ノ件」（1945.10.15. 勅令第 575 号）により廃止．
＊ 1929（S4）年 4 月　日本共産党大検挙（4.16 事件）
＊ 　　　　　　10 月　世界大恐慌始まる
＊ 1931（S6）年 1 月　日本農民組合結成
＊　　　　　 　  9 月　満州事変（「日中戦争」開始）　　＊ 1932 年 3 月「満州国」建国宣言
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＊ 1932（S7）年 5 月　5.15 事件
＊ 1933（S8）年 3 月　国際連盟脱退
＊　　　　　　　6 月　佐野学・鍋山貞親　獄中で転向声明










＊　　　　　    9 月　戦時経済体制へ移行
＊　　　　　  11 月　日・独・伊防共協定調印
＊　　　　　  12 月　人民戦線事件検挙（第 1 次検挙．1938 年 2 月第 2 次検挙）
＊　　　　　  12 月　日本共産党，日本労働組合全国協議会に解散命令
国家総動員法　1938（S13）4.01. 公布，5.05. 施行．「戦時二際シ国防目的達成ノ為……人的
及物的資源（総動員物資）ヲ統制運用スル」（第一条）．1939.4.05. 第 1 次
改正（法律第 68 号）．1941.3.03. 第 2 次改正（法律第 19 号）．1944.2.10．
第 3 次改正（法律第 4 号）．1945.12.20.「国家総動員法及戦時緊急措置法

















　　映画法　1939（S14）4.5. 公布，10.1. 施行．1941.3.6 改正．1945.12.26. 廃止．
＊ 1940（S15）年 7 月　政党政治終わる
部落会町内会等整備要領　1940（S15） 年 9.11． 内 務 省 訓 令 第 17 号． 隣 組 の 制 度 化．
1947.5.GHQ により禁止．
＊ 1941（S16）年 10 月　ゾルゲ事件
＊　 　 　　　　  10 月　東条英機内閣成立
＊　　　　　　　 12 月　太平洋戦争（「大東亜戦争」）（米英に「宣戦布告」）















＊ 1943（S8）年 9 月　女子挺身隊創設　14 歳以上 25 歳以下．




3 月学校在学者ノ勤労動員 ,　4 月女子の
勤労動員，等．
1944.2.16.「国民学校令等戦時特例」公布　義務教育
年限満 12 歳に引き下げ．2.19. 国民登録男






























国防保安法　1941（S16）3.07. 公布，5.10. 施行．1945.10.13. 廃止（「国防保安法廃止等ニ関
スル件」勅令第 568 号）．




予防拘禁処遇令　1941.5.14. 公布，翌日から施行．司法省令第 50 号．1945.10.15. 廃止．





戦時刑事特別法　1942（S17 ）2.24. 公布，3.21. 施行．1943.10.31. 改正・追加（法律第 107
号）．1945.12.20. 廃止．
＊ 1943（S18）年 11 月「カイロ宣言」
＊ 1945（S20）年 5 月　ドイツ，無条件降伏
戦時緊急措置法　1945（S20）6.21. 公布法律第 38 号．6.23. 施行．立法権を政府に付与．
1946.4.1.「国家総動員法」とともに廃止．
＊ 1945（S20） 年　8 月　広島・長崎に原爆投下
＊　　　　　　　   8 月 14 日　御前会議「ポツダム宣言」受諾を正式決定，連合国に通知
＊　　　　　　　   8 月 15 日「終戦の詔書」玉音放送（アジア・太平洋戦争終結）




















1971 年 4 月）には，組織変遷も含めてその全容が詳しく記されている．




［参考］　荻野富士夫『思想検事』岩波新書，2000 年 9 月
副田義也『内務省の社会史』東京大学出版会，2007 年 3 月
自治大学校編『内務省の解体』戦後自治史８，自治大学校，












高等警察（1871 ～ 1936. 但し高等警察課の設置は 1888 年大阪府警察本部が最初）明治初年
の反政府運動の取締り・弾圧のために内閣総理大臣，内務大臣が直接指揮











［参考］　宮下 弘『ある時代の証言 特高の回想』田畑書店，1978 年 6 月
明石博隆・松浦総三編『昭和特高弾圧史』全 8 巻，太平出版社，
1975 年 6 月～ 76 年 1 月
荻野富士夫『特高警察体制史 社会運動抑圧取締の構造と実態』
せきた書房，1988 年 1 月
荻野富士夫『特高警察』岩波新書，2012 年 5 月
「赤旗」社会部編『証言　特高警察』新日本新書，1981 年 8 月
荻野富士夫編・解題『特高警察関係資料集成』（復刻版）全 30
巻・別冊１，不二出版，1991 年 6 月～ 95 年 3 月
警察














［参考］　大橋秀雄『ある警察官の記録  戦中・戦後 30 年』みすず書房，
1967 年 6 月
大日方純夫『天皇制警察と民衆』日本評論社，1987 年 7 月（この書
の各節の末尾にたくさんの参考文献が記されていて大変役に立つ）


















た．これで形式的には三審制の ｢ 司法権の独立 ｣ が認められたような形に
なるが実態は全体的な司法行政権を持つ司法省の統轄下（司法大臣の監督












通称）設置などの前史を経て，1928 年 6 月の「治安維持法改正」を機に
同年 7 月「裁判所職員定員令」が改正される．これにより ｢ 思想検事 ｣
（思想問題・思想事件を専門に担当する検事）が正式に誕生し，全国的に
配置される（同時期に ｢ 特高 ｣ も全国的な組織網を確立した）．以後，こ











法」違反者で「執行猶予」などの措置になった ｢ 思想犯 ｣ を国の監視下に
置くために設けられた施設（全国に 22 カ所）．「保護観察期間」は 2 年間
を原則とするが更新することも出来た．｢ 戦後 ｣，｢ 治安維持法 ｣ の廃止
とともに廃止．
予防拘禁所（司法省の外局）（1941.5．～ 1945.10．）
1941（S16）年 5 月施行の ｢ 治安維持法 ｣ の大改正で導入（新法の第 3 章
「予防拘禁」）．同法施行日の前日に出された「予防拘禁手続令」と「予防
拘禁処遇令」によって運営された．「治安維持法」違反で入獄し「非転向」
のまま刑期を終了した者が ｢ 再犯 ｣ を犯すことを予防するために，「拘禁」
を継続し，その者たちを収容するために設けられた施設．拘禁期間は法的





想統制」から「教学錬成」へ』（校倉書房，2007 年 7 月）．この問題につ
いてこれだけ体系的に論じたものはそれまでもなかったし，その後もまだ
出ていない．また，内容上はもちろんのこと，巻末（447 ～ 461 ページ）
に記されている大量の「主要参考文献」一覧も大変役に立つ．なお同氏編
纂の『文部省思想統制関係資料集成』（全 11 巻）が，2007 年 12 月から
2008 年 12 月にかけて，不二出版から刊行されている．
　文部省関係の組織編成については，同省の『学制百年史』（帝国地方行
政学会という名の出版社から発行，1972 年 10 月）の「資料編」に収録さ
れている「文部省局課編成表」と「文部省所轄機関等の変遷表」に詳しく
記されている．なお，その後のものは『学制百二十年史』（株式会社ギョ
ウセイ，1992 年 11 月）の「資料編」に掲載されている．
学生課（1928.10．～），学生部（1929.7．～）
1924（T13）年 9 月学生社会科学連合会（略称「学連」．全国の大学，高
校，高専などのマルクス主義研究サークルの連合体）の発足．翌 25 年 11
月の京都帝大，同志社大などのサークルへの弾圧（京都学連事件―国内最



























年 7 月）の編纂など広範囲の業務を行った．1942 年 11 月の「文部省官制」
改革で内局に編入され（企画課，思想課，指導課），43 年 2 月には図書局，
教化局の廃止に伴い，教学課，思想課，国語課，宗教課，文化課の五課体






















太平洋戦争下の 1942 年 11 月文部省直轄の国民錬成所が設置され，国民学
校の校長や，高校・専門学校の校長・教員をはじめ多様な教育関係者に対
する「錬成」（心身の鍛練）の場が設けられる．一方戦局が進展するにつ














































自治」　　』（福村出版，1970 年 3 月），平田宗史『明治地方視学制度史』











兵令」は 1927 年 4 月に改められ，「兵役法」となった．1945 年 11 月廃

















大谷敬二郎『昭和憲兵史』みすず書房，1966 年 4 月初版，79 年
5 月新装版（著者は 15 年間の憲兵経験を持つが，「憲兵そのも
のには，きわめてきびしい」目でこの書を執筆している）．



































によって組織された「親睦会」である．発足時（1957 ＝ S32 年 10 月）は会員 576 名であっ
たが，『内務省史』が発刊された当時（1971 ＝ S46 年 4 月）には 1258 名と大幅に増加して
いる（同書第 4 巻，314 ページ）．なお同書は，公式の「内務省史」が出されていないので，
それに準ずる物としてとり扱われている．この『内務省史』（全 4 巻）は，「明治百年史叢
書」の一環として原書房から復刻刊行されている（1980 年 6 月）．なお，この大霞会は 1977
年から 78 年にかけて『内務省外史』（正・続 2 巻）を編纂している（発行所・地方財務協
会）．




から（全 15 巻），また『社会運動の状況』（昭和四年～十七年）は 71 年から 72 年にかけて
三一書房から（全 14 巻），復刻刊行されている．
